
令和 6 年度 

１．経済情勢と地方財政の動向

令和５年６月１６日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針

2023」では「我が国においては、四半世紀にわたるデフレ経済からの脱却、進

行する少子化とその背景にある若年層の将来不安への対応、気候変動や新型コ

ロナウイルス感染症の経験をふまえた持続可能な経済社会の構築など、意識変

化や社会変革を求める構造的な課題に直面している。こうした課題の解決に向

けた取組それ自体を成長のエンジンに変えることで、持続可能で包摂的な社会

を構築し、裾野の広い成長と適切な分配が相互に好循環をもたらす『成長と配

分の好循環』を目指す」としています。 

また新潟県においては「行財政改革行動計画」の推進により財源不足が解消

され収支の均衡が図られたところですが、令和４年度決算における実質公債費

比率が１８％を超えたことにより起債許可団体へ移行したため、後年度の公債

費負担に備える基金積立が必要となっており、歳入に見合った歳出構造への転

換に向け、引き続き事務事業や投資事業の見直しを進めることとしています。

これら国県の状況は町の財政運営にも大きく影響することから、今後もその

動向を注視し的確に予算編成に反映していく必要があります。 

２．阿賀町の財政状況と予算編成の方針

令和６年度歳入については、物価高の影響から個人税法人税ともに増収を見

込むことは難しく、３年に１度の評価替えにより土地家屋の評価額が下方修正

されることから固定資産税の減収が見込まれます。地方交付税は令和５年度と

同等の水準となる見通しで、定額減税の減収補填である特例交付金や地方消費

税で増収を見込むものの、歳入を巡る環境は引き続き地方交付税や町債に依存

せざるを得ない厳しい状況にあります。 

一方歳出では、高齢化の進行に伴う社会保障や福祉施策費の増加、公共施設

の老朽化による改修費や管理費が増加する中、重要課題である人口減少対策と

しての移住定住促進や子育て支援をはじめ、情報発信の充実を含む観光振興施

策、学校教育施策及び農林水産業振興施策といった新たな行政需要へ対応する

必要があります。 

このように、歳入は減収し歳出は増加する厳しい状況にあることを踏まえな

がら、住民サービスの質の維持と健全な行財政運営の両立及び総合計画の基本

理念「豊かな自然・かがやく文化・みんなで築く安心のまち」の実現に向けた

令和６年度当初予算を編成しましたので、その概要をお知らせします。 



※ 特別会計は、下記【阿賀町の会計】参照

一般会計の予算総額 139億2,800万円
(前年度比 9億2,800万円 7.1％の増額)

水道事業会計の予算額 収入額 11億4,720万2千円
(前年度比 199万6千円 0.2％の増額)

支出額 12億71万5千円
(前年度比 ▲3,883万2千円 3.1％の減額)

令和６年度

特別会計の予算総額 39億9,320万円
(前年度比 ▲10億4,850万円 20.8％の減額)

下水道事業会計の予算額 収入額 13億1,310万7千円

支出額 15億7,211万円※「下水道事業特別会計」 は、令和６年

　４月から公営企業法の適用により 

「下水道事業会計」に移行しました。

地方公共団体の会計は主に一般会計と特別会計からなりますが、このほかに一般行政部門

（「普通会計」）とそれ以外に分ける、全国統一的な区分があります。

阿賀町の会計は次のとおり区分されます。

【阿賀町の会計】

訪問看護ステーション事業以外

訪問看護ステーション事業

会　計　名　称 全国統一区分

阿
賀
町
の
会
計

　一般会計

普　通　会　計
　町営スキー場事業特別会計

　診療所特別会計

公　営　事　業　会　計

　国民健康保険特別会計

　介護保険特別会計(保険事業勘定)

　介護保険特別会計(サービス事業勘定)

　水道事業会計
公営企業会計

　下水道事業会計

　後期高齢者医療特別会計
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　子育て支援の充実

妊娠期から出産・子育てまで一貫して相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ
伴走型の相談支援及び経済的支援を実施します。

母子保健事業

乳幼児健康診査の実施及び母子を対象とした育児相談の場として子育て支援教室を開催し、
乳幼児や児童生徒の健康保持・増進を支援します。

一般児童福祉費

こども大綱を勘案し、こども施策に関する計画を「子ども・子育て支援事業計画（第３期）」と
して一体的に策定します（こども計画策定委託料）。

総合計画の
基本目標

１.豊かな自然のなかで育む結婚・出産・子育て環境を充実する

保育園や学校、地域との連携のもと、子ども家庭支援員を配置して乳幼児期から学校卒業ま
での切れ目ない支援を行い、子育て支援体制を強化します。

児童手当支給費

子育て家庭における生活の安定、児童の健全育成を図るため、児童手当支給による基礎的
な経済支援を拡充して実施します。

産後の母子に対し心身のケアや育児サポートの充実を図るため、助産師の訪問及び医療機
関による宿泊型の産後ケアを実施（子育て世代包括支援）します。

母子健康診査・医療費等助成事業

妊産婦の医療費に係る経済的負担を軽減し、疾病の早期発見、早期治療を目的とし、医療費
の全額を支援します。

不妊治療を受ける夫婦及び不育症治療の経済的負担を軽減するため、不妊不育症治療費
及び交通費を支援します。

一般児童福祉費

次代を担う子どもの誕生を祝福し、健やかな成長を願い、１歳祝金及び小中学校入学祝金を
贈ります。

乳幼児の育児に係る経済的負担を軽減し、家庭養育の不安の解消と養育環境の安定を図る
ため、紙おむつ及びチャイルドシート購入費の一部を支援します。

子ども家庭総合支援拠点事業

出産・子育て応援給付金給付事業

321万円

346万円

333万8千円

108万2千円

55万円

87万円

278万円

8,240万円

新 拡

【令和6年度 重点取組】

※ＳＤＧｓ17の目標のうち、各施策に関連する主なものをアイコンで示しています。

※「 」は新規事業、 「 」は拡充事業を表します。 これ以外は継続事業です。

160万5千円

580万円

拡◯

拡◯

拡◯

拡◯

拡◯

新
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　学校教育の充実と
　愛郷心を育む環境
　づくり

１.豊かな自然のなかで育む結婚・出産・子育て環境を充実する（続き）

小・中学校屋内運動場空調設備整備事業

安全・安心な教育活動や部活動が行えるよう、各小中学校の屋内運動場へ空調設備を計画
的に整備します。
　津川・上川小学校　　　　：　空調設備設計委託
　阿賀津川・三川中学校　：　空調設備整備

小・中学校情報通信教育推進事業

児童・生徒の、パソコンやタブレット等の端末を活用した学習を支援するため、専門知識を有
する外部人材を配置します。

個々の特性や学習進度等に応じた指導や教材を提供できるよう、インターネットを活用した支
援を実施します（総務費一般管理費）。

一般事務局費

町の未来を担う人材を育成するため、奨学金貸与対象を引き続き大学生まで拡大して実施
します。

阿賀黎明高校魅力化推進事業

町外から阿賀黎明高等学校への進学者増加を図るため、都市圏での説明会を実施します。

未来こどもチャレンジ応援事業

子どもたちが描く夢の実現や町の魅力向上につながる活動など、子どもたちの発案による活
動を支援します。

　結婚支援対策の
　推進

小・中学校施設環境改善事業

安全で快適な教育施設環境を提供するため、大規模改修を計画的に実施します。
　津川・上川小学校　：　空調設備設計委託、空調設備整備
　阿賀津川中学校　：　大規模改修設計委託

コミュニティスクール推進事業

保護者や地域住民と組織する学校運営協議会を設置し、地域と共にある学校づくりを推進し
ます。

まなびの森交流館運営事業

教育留学制度を利用した阿賀黎明高等学校入学生の宿舎を運営し、留学生が不安なく安心
して生活できるよう支援します（入寮生２２名の予定）。

素敵な出会いサポート事業

出会いの機会を創出するため、異業種交流会の実施及び町民による交流イベント開催への
支援を行います。

新婚生活にかかる、一時的な経済的負担を支援します。

90万円

94万9千円

1,270万円

1,116万円

521万2千円

303万4千円

176万円

1億2,250万円

183万3千円

200万円

1億3,550万円

拡◯

新

新

総合計画の
基本目標
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　自然環境の保全

　地域資源の活用

　資源の循環利用・
　廃棄物等の適正な
　処理

総合計画の
基本目標

景観や環境維持、災害獣害被害の低減等を図るため、地域住民が共同で行う里山林の保全
活動や資源活用を支援します。

農業農村整備・農業施設防災減災事業等

ほ場や用水路等の農業生産環境を整備することによる農地の機能維持、作業効率向上を図
るため、農業施設の改修を実施します。

森林環境整備事業

森林経営管理制度に基づく森林整備や木材利用の促進など、森林環境譲与税交付金を活用
した取組を展開します。

森林整備地域活動支援対策・多面的機能交付金事業

2.地域資源の活用と自然環境の保全を推進する

中間処理施設整備事業

阿賀野市、五泉市とともに構成する五泉地域衛生施設組合において、新たなごみの中間処理
施設「クリーンセンターあがのがわ」を整備します（整備費負担金）。

廃棄物再生利用等推進事業

環境保全や資源対策として、再生利用可能なペットボトルや白色トレイの再資源化を推進しま
す。また生ごみ処理機の補助制度を拡充して実施します。

２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、役場本庁舎へ太陽光発電や蓄電設備、電気
自動車を整備します。

一般清掃総務費

五泉地域衛生施設組合において新たに整備するごみの中間処理施設「クリーンセンターあが
のがわ」の供用開始に向け、ごみの分別や出し方についての検討委員会を開催し、ごみの減
量化を推進します。

森林整備に伴い発生する間伐材等の有効活用のため、木質バイオマスの利活用を推進しま
す。

一般小中学校管理費・体育施設等維持管理費

公共施設の省エネルギー化を推進するため、小中学校体育館、Ｂ＆Ｇ海洋センターの照明
設備をＬＥＤに改修します。

脱炭素社会推進事業

県営農業農村整備事業

農地環境保全、機能維持を目的とした、頭首工やため池改修を実施します（県営事業負担金）。

木質バイオマス利活用推進事業

1,278万6千円

3,973万円

759万円

1,349万4千円

1億4,336万円

37万1千円

14億9,765万2千円

310万円

5,837万7千円

1億4,519万円

拡◯

拡◯

拡◯

拡◯
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　自然環境の保全

　地域資源の活用

　資源の循環利用・
　廃棄物等の適正な
　処理

総合計画の
基本目標

景観や環境維持、災害獣害被害の低減等を図るため、地域住民が共同で行う里山林の保全
活動や資源活用を支援します。

農業農村整備・農業施設防災減災事業等

ほ場や用水路等の農業生産環境を整備することによる農地の機能維持、作業効率向上を図
るため、農業施設の改修を実施します。

森林環境整備事業

森林経営管理制度に基づく森林整備や木材利用の促進など、森林環境譲与税交付金を活用
した取組を展開します。

森林整備地域活動支援対策・多面的機能交付金事業

2.地域資源の活用と自然環境の保全を推進する

中間処理施設整備事業

阿賀野市、五泉市とともに構成する五泉地域衛生施設組合において、新たなごみの中間処理
施設「クリーンセンターあがのがわ」を整備します（整備費負担金）。

廃棄物再生利用等推進事業

環境保全や資源対策として、再生利用可能なペットボトルや白色トレイの再資源化を推進しま
す。また生ごみ処理機の補助制度を拡充して実施します。

２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、役場本庁舎へ太陽光発電や蓄電設備、電気
自動車を整備します。

一般清掃総務費

五泉地域衛生施設組合において新たに整備するごみの中間処理施設「クリーンセンターあが
のがわ」の供用開始に向け、ごみの分別や出し方についての検討委員会を開催し、ごみの減
量化を推進します。

森林整備に伴い発生する間伐材等の有効活用のため、木質バイオマスの利活用を推進しま
す。

一般小中学校管理費・体育施設等維持管理費

公共施設の省エネルギー化を推進するため、小中学校体育館、Ｂ＆Ｇ海洋センターの照明
設備をＬＥＤに改修します。

脱炭素社会推進事業

県営農業農村整備事業

農地環境保全、機能維持を目的とした、頭首工やため池改修を実施します（県営事業負担金）。

木質バイオマス利活用推進事業

1,278万6千円

3,973万円

759万円

1,349万4千円

1億4,336万円

37万1千円

14億9,765万2千円

310万円

5,837万7千円

1億4,519万円

拡◯

拡◯

拡◯

拡◯

－4－



・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

　観光・交流の推進
　と魅力の発信
　(続き)

総合計画の
基本目標

4.地域の特性を活かした稼ぐまちをつくる（続き）

　新たな農林水産業
　の振興

有害鳥獣対策事業

これまでの有害鳥獣の捕獲や狩猟免許取得の促進、不要果樹伐採に加え、新たな対策に向
けた実証を行い鳥獣被害対策を推進します。

観光温泉施設の運営

各温泉施設を引き続き指定管理及び直営にて運営し、魅力ある観光資源とします(4施設)。

一般農業振興費

社会資本整備総合交付金事業（観光分野）

利便性と集客力向上のため、道の駅阿賀の里の屋外トイレと駐車場の改修を実施します。

こどもの遊び場（仮称）管理運営費

道の駅や町内観光施設への誘客と、子ども支援を目的とする屋内遊戯施設「あがりーな」を
運営します（６月グランドーオープン予定）。

農業所得の確保を図るため、振興作物への作付を促進し産地化を支援します（産地づくり推
進助成金）。

阿賀町まつり開催事業

つがわ狐の嫁入り行列は、５月に花嫁花婿コンテストを、６月に嫁入り行列を実施する予定で
す。また、年間を通して各種イベントを開催します。

集落支援事業（地域活動人材確保支援）

農産物販売促進対策事業

国内外のコンテスト出品や新米フェアを開催し、阿賀町産米のブランド化による農業経営の安
定と販売促進に向けた取組みを展開します。

農業農村整備・農業施設防災減災事業等（再掲）

ほ場や用水路等の農業生産環境を整備することによる農地の機能維持、作業効率向上を図
るため、農業施設の改修を実施します。

農産物の高付加価値化と新特産品の発掘を目指し、自然薯栽培の効率化や新しい堆肥利用
の促進、農産物の栽培研究を実施します。

集落支援員（人材確保総合対策）をまとめ役とし、地域活動や共同作業の人材不足の解消を
目的とした農業支援募集体制の構築と、新規就農者の発掘に向けた取組みを展開します。

農業再生協議会等活動支援事業

2,290万円

9,961万8千円

500万円

362万2千円

1,550万円

657万5千円

2,840万円

1億7,040万円

2,238万5千円

1億4,519万円

拡◯

拡◯

新

新

新・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

　スポーツ活動の
　推進

　観光・交流の
　推進と魅力の
　発信

総合計画の
基本目標

空家を活用した移住定住促進のため、空き家バンクへの登録及び空き家住宅情報の発信を
強化します。

移住者獲得に向け、お試し移住体験に要する負担について支援します。

　定住支援の推進
移住定住促進事業・空き家実態調査

ＵＩターン等移住者の増加に資するため、住宅改修や通勤費用等を引続き支援します。

　 ３.新しい人の流れをつくり、地域との交流を築く

あがまちファンクラブ運営事業

阿賀町ファンクラブを通じた関係人口の拡大に向け、会員の行動や興味等に基づいた効果的
な情報発信と交流事業を実施します。

体育施設等維持管理費

生涯スポーツの拠点となる社会体育施設の適切な維持管理及び機能向上を図り、スポーツ
活動の環境整備を推進します。

県立津川漕艇場管理受託事業

ボートのまちの拠点となる津川漕艇場の維持管理及び合宿支援、大会会場としての整備を実
施します。

ボートのまち推進事業

ボート競技の普及と、高校ボート部やジュニアボートクラブの選手育成・強化を推進します。

子どもの体力・競技力向上の一翼を担うジュニアスポーツ団体の育成と、活動を支援します。

4.地域の特性を活かした稼ぐまちをつくる

探究の森交流館管理運営費

交流人口の拡大や事業創出を図るため、町民や国内外からの観光客、高校生が集う拠点施
設として運営します。

地場産品の魅力を発信し農産物の販売を促進するため、専用マーケットサイトを運営します。

郷人会活動支援事業

令和５年６月に発足した東京阿賀町会との交流を図るとともに、会の活動を支援します。

一般観光費

知名度や観光資源の魅力向上、観光客の増加を目指し、メディア露出やインターネットを活用
した誘客宣伝を強化するとともに、各種団体等による観光資源の有効活用事業を支援しま
す。

1,280万円

150万円

23万円

6,728万4千円

932万6千円

770万円

100万円

137万円

400万円

443万9千円

4,532万9千円

総合計画の
基本目標

－5－



・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

　観光・交流の推進
　と魅力の発信
　(続き)

総合計画の
基本目標

4.地域の特性を活かした稼ぐまちをつくる（続き）

　新たな農林水産業
　の振興

有害鳥獣対策事業

これまでの有害鳥獣の捕獲や狩猟免許取得の促進、不要果樹伐採に加え、新たな対策に向
けた実証を行い鳥獣被害対策を推進します。

観光温泉施設の運営

各温泉施設を引き続き指定管理及び直営にて運営し、魅力ある観光資源とします(4施設)。

一般農業振興費

社会資本整備総合交付金事業（観光分野）

利便性と集客力向上のため、道の駅阿賀の里の屋外トイレと駐車場の改修を実施します。

こどもの遊び場（仮称）管理運営費

道の駅や町内観光施設への誘客と、子ども支援を目的とする屋内遊戯施設「あがりーな」を
運営します（６月グランドーオープン予定）。

農業所得の確保を図るため、振興作物への作付を促進し産地化を支援します（産地づくり推
進助成金）。

阿賀町まつり開催事業

つがわ狐の嫁入り行列は、５月に花嫁花婿コンテストを、６月に嫁入り行列を実施する予定で
す。また、年間を通して各種イベントを開催します。

集落支援事業（地域活動人材確保支援）

農産物販売促進対策事業

国内外のコンテスト出品や新米フェアを開催し、阿賀町産米のブランド化による農業経営の安
定と販売促進に向けた取組みを展開します。

農業農村整備・農業施設防災減災事業等（再掲）

ほ場や用水路等の農業生産環境を整備することによる農地の機能維持、作業効率向上を図
るため、農業施設の改修を実施します。

農産物の高付加価値化と新特産品の発掘を目指し、自然薯栽培の効率化や新しい堆肥利用
の促進、農産物の栽培研究を実施します。

集落支援員（人材確保総合対策）をまとめ役とし、地域活動や共同作業の人材不足の解消を
目的とした農業支援募集体制の構築と、新規就農者の発掘に向けた取組みを展開します。

農業再生協議会等活動支援事業

2,290万円

9,961万8千円

500万円

362万2千円

1,550万円

657万5千円

2,840万円

1億7,040万円

2,238万5千円

1億4,519万円

拡◯

拡◯

新

新

新
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・

・

・

・

・

・

総合計画の
基本目標

5.元気に暮らせる福祉・医療体制の充実（続き）

　福祉・介護サービ
　スの充実

　健康寿命の延伸

　強靭な社会基盤の
　整備 林道利用者の安全・安心を確保するため、橋梁等の老朽化対策を実施します。

道路橋りょう維持管理費・道路橋りょうメンテナンス事業

介護従事者人材確保対策事業

人口減少に加え高齢者人口の増加による介護職従事者の不足を解消するため、新たな外国
人労働者の雇用経費及び新規採用者の住宅手当等を支援します。

介護保険サービスの充実

第９期介護保険事業計画に基づき、介護保険料を据え置き、保険料負担の軽減を図り、充実
したサービスを提供します。

町民の健康保持及び健康寿命延伸のため各種検（健）診を引続き実施します。

がん患者の経済的心理的負担の軽減や、治療と就労・社会参加等の両立を支援するため、
医療用補正具購入費の一部を支援します。

総合計画の
基本目標

6.安全・安心な暮らしを確保する

健康づくり事業・食生活改善推進事業

町民の健康保持・増進を図るため、食生活改善推進員による料理教室や食育啓発事業を展
開します。

各種検（健）診事業等

町道新設改良事業（社交金含む）

生活道路の安全確保を図るため、狭隘路線の改良工事等を実施します（継続２路線、新規５
路線）。　※ロータリー除雪車購入費を除く。

常備消防体制の充実

安心できる救急体制を強化するため、消防本部にヘリポート及び災害用ドローンを整備しま
す。

生活道路の環境整備や危険箇所の修繕等、通常維持管理を強化します。

道路利用者の安全・安心を確保するため、橋梁等の老朽化対策を引続き実施します。

除雪対策事業

冬期間における道路網の安全な通行を確保するため、道路除雪を実施します。また除雪機械
を整備して、除雪機能の強化を図ります（小型ハンドロータリー２台）。
※社会資本整備総合交付金事業のロータリー除雪車購入費含む。

林道改良舗装事業

325万6千円

19億7,069万5千円

86万8千円

1,509万3千円

2,100万円

7,528万1千円

1億5,200万円

7億433万1千円

1億7,536万7千円

3,020万9千円

12万5千円

拡◯

拡◯

拡◯

新

新

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

総合計画の
基本目標

4.地域の特性を活かした稼ぐまちをつくる（続き）

総合計画の
基本目標

5.元気に暮らせる福祉・医療体制の充実

　地域基幹産業の
　振興

農林水産業総合振興事業

地域農業の担い手となる農業法人の安定した経営を図るため、農業用機械等の整備を支援
します。

一般商工業振興費

集落支援員の巡回、追払い等による有害鳥獣対策を引続き実施します。

　
　新たな農林水産業
　の振興（続き）

軽・中等度難視聴用補聴器購入費助成事業

軽・中度難聴者への補聴器購入費に対し、町独自事業により引続き支援します。

介護保険利用者負担軽減対策事業

小規模多機能型居宅介護事業所の利用者負担軽減に加え、社会福祉法人事業所での介護
サービス利用における負担を引続き支援します。

　福祉・介護サービ
　スの充実

地域商店街等における活性化を目的とし、事業拡大や事業継承を支援するとともに、新規起
業・創業を支援します。
　・商店街活性化事業補助金　350万円　　　　　・起業支援補助金　300万円
　・店舗改修費補助金　       　150万円　ほか

集落支援事業（有害鳥獣対策）

心身ともに健康な子どもの成長を願い、初めて子育てをする母親への支援プログラムに併せ、
発達障がい等を持つ子どもの保護者向けの講座を開催し、引き続き子どもの健全な発達を
支援します。

子ども家庭総合支援拠点事業（再掲）

保育園や学校、地域との連携のもと、子ども家庭支援員を配置して乳幼児から学校卒業まで
の切れ目ない支援を行い、子育て支援体制を強化します。

地域生活支援事業

障がい者が身体等の状況に応じた自立した生活を送れるよう、相談・日常生活用具・移動等
について総合的に支援します。

児童発達支援事業・通所支援給付事業

障がいを持つ児童の生活能力の向上を目的とした通所サービス利用料を支援します。

成年後見制度推進事業

認知症高齢者等が安心した生活を送れるよう、市民後見人の育成、支援体制を強化します。

1,411万9千円

6,314万円

2,079万円

1,787万円

223万3千円

2,513万9千円

144万3千円

151万9千円

38万1千円

160万5千円

拡◯
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・

・

・

・

・

・

総合計画の
基本目標

5.元気に暮らせる福祉・医療体制の充実（続き）

　福祉・介護サービ
　スの充実

　健康寿命の延伸

　強靭な社会基盤の
　整備 林道利用者の安全・安心を確保するため、橋梁等の老朽化対策を実施します。

道路橋りょう維持管理費・道路橋りょうメンテナンス事業

介護従事者人材確保対策事業

人口減少に加え高齢者人口の増加による介護職従事者の不足を解消するため、新たな外国
人労働者の雇用経費及び新規採用者の住宅手当等を支援します。

介護保険サービスの充実

第９期介護保険事業計画に基づき、介護保険料を据え置き、保険料負担の軽減を図り、充実
したサービスを提供します。

町民の健康保持及び健康寿命延伸のため各種検（健）診を引続き実施します。

がん患者の経済的心理的負担の軽減や、治療と就労・社会参加等の両立を支援するため、
医療用補正具購入費の一部を支援します。

総合計画の
基本目標

6.安全・安心な暮らしを確保する

健康づくり事業・食生活改善推進事業

町民の健康保持・増進を図るため、食生活改善推進員による料理教室や食育啓発事業を展
開します。

各種検（健）診事業等

町道新設改良事業（社交金含む）

生活道路の安全確保を図るため、狭隘路線の改良工事等を実施します（継続２路線、新規５
路線）。　※ロータリー除雪車購入費を除く。

常備消防体制の充実

安心できる救急体制を強化するため、消防本部にヘリポート及び災害用ドローンを整備しま
す。

生活道路の環境整備や危険箇所の修繕等、通常維持管理を強化します。

道路利用者の安全・安心を確保するため、橋梁等の老朽化対策を引続き実施します。

除雪対策事業

冬期間における道路網の安全な通行を確保するため、道路除雪を実施します。また除雪機械
を整備して、除雪機能の強化を図ります（小型ハンドロータリー２台）。
※社会資本整備総合交付金事業のロータリー除雪車購入費含む。

林道改良舗装事業

325万6千円

19億7,069万5千円

86万8千円

1,509万3千円

2,100万円

7,528万1千円

1億5,200万円

7億433万1千円

1億7,536万7千円

3,020万9千円

12万5千円

拡◯

拡◯

拡◯

新

新
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・

・

・

農林業関係

観光関係

教育関係

・

・

・

・

　人材の確保と地域
　共生社会の実現

総合計画の
基本目標

7.多様な人材の活躍を推進（続き）

集落活動参加や集落の課題整理に加え、身近な行政窓口として職員が集落に出向く移動相
談窓口バスを運行します(集落支援事業（まちづくり）総事業費)。

集落支援事業（まちづくり）

若者を中心とした企業に関する講演会やパネルディスカッションを開催します。また、町の課
題解決や活性化に向けたアドバイスを受け、町内での起業、定住を促進します。

　持続可能なまち
　づくりの実現

豪雪地帯安全確保緊急対策事業

高齢者による除排雪作業中の事故防止のため、地域ぐるみで除排雪作業を行えるよう小型
除雪機の整備を支援します。

総合計画の
基本目標

8.新しい時代の流れを づくりに取り入れる

地域おこし協力隊招致事業

地域おこし協力隊を招致し、県外の若者による地域の活性化や移住定住を促進します。ま
た、地域活動支援や起業・就業に向けた取組を展開します。

　地域コミュニティの
　維持・強化（続き）

特定地域づくり事業協同組合支援事業

町内企業や農業における人手不足の解消と移住定住を視野に入れ、多様な人材が活躍でき
る就労環境を提供する組織を支援します。

総合計画策定・推進管理事業

総合計画審議会を開催し、前年度事業の効果検証を実施及び第３次総合計画を策定します。

2,035万8千円　

1,673万5千円　

5,174万1千円　

地域力創造アドバイザー事業

若者を中心とした企業に関する講演会やパネルディスカッションを開催します。また、町の課
題解決や活性化に向けたアドバイスを受け、町内での起業、定住を促進します。

地域力創造アドバイザー事業（再掲）

750万円

560万円

561万9千円

560万円

267万円

678万4千円

拡◯

まち

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

総合計画の
基本目標

6.安全・安心な暮らしを確保する（続き）

　強靭な社会基盤の
　整備（続き）

生活交通確保対策事業

生活交通手段を確保するため、路線バスの運行費補助と福祉バスの運行に加え、予約制バ
ス、巡回バスを運行します。

　きめ細やかな公共
　交通網の整備

消防団の機械器具の適正な配備及び消防積載車を整備し、機動力を強化します。

非常備消防施設整備事業

集落集会施設管理事業

地域コミュニティの拠点及び災害時の避難所となる集落集会施設の機能保持のため、計画的
な補修等を実施します。

ＤＸ推進事業

行政サービスの利便性向上や事務の効率化を図るため、ＤＸを推進します。

地域づくり活性化支援事業

地域活動の継続や魅力ある地域づくりを促進するため、地域活動団体等による活性化への
取組を支援します。

地域コミュニティ助成事業

地域活性化に向けた取組に必要となる、備品等の更新や整備を支援します。

　地域コミュニティの
　維持・強化

　行財政運営の
　効率化・活性化

総合計画の
基本目標

7.多様な人材の活躍を推進

患者輸送車等運行事業

通院や買い物等の移動手段を確保するため、老朽化した患者輸送車を更新します。

一般電算管理費

行政運営の効率化と経費削減を図り、外部人材を活用して全庁的な情報システムの最適化を
推進します。

専門外部人材や集落支援員によるスマホ教室を開催します。

災害対策事業

浸水が想定される区域と避難所を示した、町内２３中小河川の洪水ハザードマップを作成しま
す(２か年連続実施)。

1,715万6千円

6,977万8千円

2,918万9千円

1億9,668万2千円

3,358万2千円

61万6千円

1,258万9千円

183万5千円

250万円

665万5千円

拡◯

拡◯

拡◯

拡◯

拡◯
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農林業関係

観光関係

教育関係

・

・

・

・

　人材の確保と地域
　共生社会の実現

総合計画の
基本目標

7.多様な人材の活躍を推進（続き）

集落活動参加や集落の課題整理に加え、身近な行政窓口として職員が集落に出向く移動相
談窓口バスを運行します(集落支援事業（まちづくり）総事業費)。

集落支援事業（まちづくり）

若者を中心とした企業に関する講演会やパネルディスカッションを開催します。また、町の課
題解決や活性化に向けたアドバイスを受け、町内での起業、定住を促進します。

　持続可能なまち
　づくりの実現

豪雪地帯安全確保緊急対策事業

高齢者による除排雪作業中の事故防止のため、地域ぐるみで除排雪作業を行えるよう小型
除雪機の整備を支援します。

総合計画の
基本目標

8.新しい時代の流れを づくりに取り入れる

地域おこし協力隊招致事業

地域おこし協力隊を招致し、県外の若者による地域の活性化や移住定住を促進します。ま
た、地域活動支援や起業・就業に向けた取組を展開します。

　地域コミュニティの
　維持・強化（続き）

特定地域づくり事業協同組合支援事業

町内企業や農業における人手不足の解消と移住定住を視野に入れ、多様な人材が活躍でき
る就労環境を提供する組織を支援します。

総合計画策定・推進管理事業

総合計画審議会を開催し、前年度事業の効果検証を実施及び第３次総合計画を策定します。

2,035万8千円　

1,673万5千円　

5,174万1千円　

地域力創造アドバイザー事業

若者を中心とした企業に関する講演会やパネルディスカッションを開催します。また、町の課
題解決や活性化に向けたアドバイスを受け、町内での起業、定住を促進します。

地域力創造アドバイザー事業（再掲）

750万円

560万円

561万9千円

560万円

267万円

678万4千円

拡◯

まち
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　歳　入 （単位：千円、％）

項　目（性質） 令和6年度 構成比 令和5年度 増減率

町 税 1,284,733 9.2 1,363,719 △ 5.8

譲 与 税 143,280 1.0 132,400 8.2

各 種 交 付 金 286,300 2.1 232,800 23.0

地 方 交 付 税 6,200,000 44.5 6,200,000 0.0

国 県 支 出 金 1,358,330 9.8 1,461,280 △ 7.0

寄 附 金 401,001 2.9 401,001 0.0

繰 入 金 1,254,660 9.0 869,520 44.3

繰 越 金 200,000 1.4 200,000 0.0

地 方 債 2,444,300 17.5 1,785,300 36.9

そ の 他 355,396 2.6 353,980 0.4

合　　　計 13,928,000 100.0 13,000,000 7.1

　歳　出 （単位：千円、％）

項　目（目的） 令和6年度 構成比 令和5年度 増減率

議 会 費 86,643 0.6 91,177 △ 5.0

総 務 費 2,111,765 15.2 1,993,302 5.9

民 生 費 2,130,499 15.3 2,124,201 0.3

衛 生 費 2,752,441 19.8 2,216,977 24.2

労 働 費 30,010 0.2 30,018 0.0

農 林 水 産 業 費 710,863 5.1 580,960 22.4

商 工 費 733,018 5.3 479,055 53.0

土 木 費 1,885,240 13.5 1,798,432 4.8

消 防 費 581,824 4.2 604,969 △ 3.8

教 育 費 1,115,762 8.0 833,671 33.8

災 害 復 旧 費 10,700 0.1 434,702 △ 97.5

公 債 費 1,774,233 12.7 1,807,534 △ 1.8

諸 支 出 金 2 0.0 2 0.0

予 備 費 5,000 0.0 5,000 0.0

合　　　計 13,928,000 100.0 13,000,000 7.1

歳歳入入歳歳出出予予算算額額前前年年度度対対比比表表（（一一般般会会計計））
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